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報告の内容報告の内容
海外の送配電(託送)料⾦規制：概観海外の送配電(託送)料⾦規制：概観
インセンティブ規制（レベニューキャップ）とは

イギ キ プ規制イギリスのレベニューキャップ規制
ドイツのレベニューキャップ規制ドイツのレベニュ キャップ規制
まとめ
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海外の送配電料⾦収⼊の規制海外の送配電料⾦収⼊の規制
 海外で採⽤されている送配電料⾦収⼊の規制⽅式には、総括原価⽅式

（報酬率規制）とインセンティブ規制（レベニ キャ プなど）がある（報酬率規制）とインセンティブ規制（レベニューキャップなど）がある

総括原価⽅式
（報 率規制）

インセンティブ規制
（ プ ど）（報酬率規制） （レベニューキャップなど）

主に⽶国各州で採⽤※1 主に欧州で採⽤※2

定期的に、もしくは、事業者からの申
請に応じて、適正報酬を含む総括
原価の回収に必要な料⾦収⼊を決

（レベニューキャップの場合※3）
事業者が得られる料⾦収⼊の総額
に上限を設けて、⼀定の期間、物価

※1 ⽶国では、かつて⼀部で、Performance- ※2 イギリス、ドイツ、フランスなど。他に、報酬率

定する
限 設 定 期間 物価

調整などを除き、改定しない

based Regulation（PBR）と呼ばれるイン
センティブ規制が導⼊されていた時期もあるが、
現在は、ほとんど総括原価⽅式による規制と
なっている

規制とレベニューキャップを併⽤したり、ヤードス
ティック規制を採⽤している国がある
※3 価格に上限を設定するプライスキャップは、
主に電気通信事業などで採⽤されている
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総括原価⽅式とレベニューキャップの違い総括原価⽅式とレベニュ キャップの違い
（単純化した）総括原価⽅式 （単純化した）レベニューキャップ

料⾦
収⼊

料⾦
収⼊

コストの削減により
利潤が増加

コストを削減しても
常に収⼊＝費⽤

（収⼊上限）

事業者の利潤が増加

少なくとも⼀定期間は
収⼊≠費⽤となる

常に収⼊ 費⽤ 事業者の
利潤

45度 45度

総括原価 総括原価

メリット ・効率化の強いインセンティブが働く・原価を反映した料⾦になる
設備投資を促す

デメリット

・設備投資を促す

・効率化を促すのに限界がある
（設備投資が過剰になる）

・品質やイノベーションが犠牲となりうる
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（設備投資が過剰になる）



イギリスのレベニューキャップ[RPI-X]イギリスのレベニュ キャップ[RPI X]

規制当局は最初に定めた上限（とフォーミュラ）を変えない
（コミットする、確約する）ことが⼤前提

年度

上限の改定

従

総収⼊

初年度の上限 フォーミュラに従って
毎年調整される上限

実績費⽤
事業者の利潤

基本的に、事業者は⾃らのタイミングで料⾦改定の申請はできない基本的に、事業者は⾃らのタイミングで料⾦改定の申請はできない

原則5年間

年

改定期間が短ければ、総括原価⽅式と変わらなくなる
⻑ければ、事業者と需要家の双⽅にとってリスクが⼤きくなる

原則5年間
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収⼊上限の算定収⼊上限の算定
イギリスのレベニューキャップの収⼊上限算定の考え⽅は、基本的には総括原価⽅式と同じ

加重平均資本コスト（WACC）については、
規制当局が、まずコンサルタントに委託して、
その範囲を特定させ、その後、様々な要因を
考慮して最終決定をする

運転費（Opex）については、事業者の
コントロールが可能な費⽤項⽬として、あ
らかじめ効率化の⽬標が織り込まれた上
で必要な⽔準が決められる

適正報酬 加重平均
資本コスト

期⾸資産価額

考慮して最終決定をするで必要な⽔準が決められる

資産価額 新規投資
収⼊上限 運転費

資産価額 新規投資

新規投資の費⽤（capex）につい
ては、将来の設備投資計画に基づい

必要額を査定する

減価償却費
減価償却て必要額を査定する

ただし、妥当性に⽋ける計画を提出
（過⼤申告）して、実際の投資が
計画を下回った場合は報酬率を引き

げ 措置があ （ f
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下げる措置がある（Information 
Quality Incentive, IQI）出所：Ofgem (2009)をもとに作成



レベニューキャップの調整フォーミュラレベニュ キャップの調整フォ ミュラ
毎年の収⼊上限を定めるフォーミュラには、物価指数やXファクターの他、様々な調整項がある※

Rt=Rt-1(RPI X)  Q  Z
他t年の

収⼊上限
t-1年の
収⼊上限

その他の
調整項品質要因物価上昇率 Xファクター

Xファクターは、基本的には、⽣産性
の上昇や新規投資の必要性などを
総合的に判断して決められる

*Interruptions Incentive 
Scheme
停電時間に関する指標の⽬標達成度

*Innovation Funding 
Incentive 
研究開発投資に対するインセンティブ

最近では、Xファクターが負の値をとる
ケースがある（物価上昇率よりも⼤き
い収⼊の増加率を認めている）

合いに対して、別途、報酬やペナルティ
が発⽣するスキーム
* Losses Incentive
送配電損失費⽤の低減に対して与えら

で、2005年に導⼊。
*Low Carbon Network Fund
低炭素社会の構築に向けて必要とさ
れる各種の実証事業を⾏うための基

れるインセンティブ ⾦
*Distributed Generation 
Incentive Framework
分散型電源の接続に必要な投資費

同じフォーミュラが原則、5年間適⽤されていた
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分散 電源 接続 必要な投資費
⽤の80%の算⼊など※上の式は単純化しており、実際のフォーミュラはもっと複雑



Xファクターの設定Xファクタ の設定
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イギリスにおけるXファクターの適⽤実績



効率化の成果の還元効率化の成果の還元
事業者に効率化インセンティブを与えながら、
利⽤者にも利益が⾏き渡るような仕組みとしてのEfficiency Incentive Rate

料⾦
コストの削減に伴う
需要家への還元

利⽤者にも利益が⾏き渡るような仕組みとしての
シェアリングメカニズム※

Efficiency Incentive Rate

何%を還元するか料⾦
収⼊

ト 削減

需要家への還元 何%を還元するか
（incentive rate）
は事業者ごとに設定

コストの削減に
より利潤が増加

費⽤

45度
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レベニューキャップの成果と課題レベニュ キャップの成果と課題
○成果 ×課題

 イギリスのレベニューキャップは、事業者
の効率化を促したという点で⼀定の評
価が与えられている

 規制の運⽤が複雑になり、事業者は規
制当局との話し合いに多くの時間を費
やす必要があった価が与えられている

 規制当局⾃⾝による評価のほか、学術的
な実証研究でも効率化の成果が認められ
ている

やす必要があった
 また、短期的な効率化に重点を置いた

ため、技術⾰新による抜本的な効率性
の改善や低炭素化といった社会的要請

 国営時代の⾮効率がもともとかなり⼤き
かった可能性や、⺠営化による効果と区別
が難しい点には留意する必要がある（規
制⽅式による効果だけではない）

の改善や低炭素化といった社会的要請
への対応など⻑期的な視点で必要とな
る設備投資を⼗分に⾏うことができない
という懸念があった制⽅式による効果だけではない）

 品質向上に対するインセンティブもあって、
供給信頼度は悪化せず、むしろ向上
 利⽤者は その対価を⽀払っている

という懸念があった
 事業者⾃⾝の創意⼯夫による柔軟な対

応を阻害してきた恐れがある

 利⽤者は、その対価を⽀払っている

効率性の向上 信頼度の向上 運⽤の複雑化 ⻑期的視点の
⽋如
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効率性の向上 信頼度の向上 運⽤の複雑化 ⽋如



レベニューキャップ⾒直しの背景レベニュ キャップ⾒直しの背景
エネルギー産業において競争の促進とともに低炭素社会の構築が重要な政策課題に

送配電事業に

低炭素社会に向けた送配電ネットワークへの設備投資を⼤幅に増加することが必要

送配電事業に
対する

社会的要請

RPI-X⽅式の
成果と課題から

の⽰唆

更なる効率化で料⾦を下げる余地はほとんどなく、
設備投資の増加で料⾦上昇は必⾄

成果：効率性の向上 課題：⻑期的視点の⽋如
低炭素化のように、将来にわたって便益をもたらす
設備投資を促す枠組みではないの⽰唆

従来のレベニューキャップでは、送配電事業者による低炭素社会に向けた取り組みは困難

規制当局（Ofgem）の使命

2008年から規制の⾒直しに着⼿（RPI-X@20）

従来のレベニュ キャップでは、送配電事業者による低炭素社会に向けた取り組みは困難
問題意識と規制

当局の対応

g
・現在と将来の消費者のニーズへの対応
・持続可能なエネルギー産業への転換

今後、⻑期的な視点を重視しながら、利⽤者に⾦額に⾒合う価値（Value for Money）を
確実にもたらしていく必要がある

制度改⾰の
⽅向性の

基本的考え 確実にもたらしていく必要がある
Value for Money(VFM)とは、⽀払に対して最も価値の⾼いサービスを供給する、という考え⽅を⽰す

基本的考え
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